
日税メールステーション 

今月の経理情報 
今回のテーマ： つなぎ法案 
 
 2011 年度税制改正関連法案が 3 月 31 日までに成立しなかったため、同日までに期限の到来する租税

特別措置等について、暫定的にその期限を 6 月 30 日まで延長する、「国民生活等の混乱を回避するた

めの租税特別措置法等の一部を改正する法律案」及び「国民生活等の混乱を回避するための地方税法

の一部を改正する法律案」が国会で成立し、4 月 1 日から施行されました。 
 法人に係る租税特別措置等について、期限が延長された主な規定はつぎのとおりです。 
 

 項    目 内    容 

1 中小企業者等の法人税率の特例 中小企業者等の 2011 年 6 月 30 日までに終了する事業年度

の所得の金額のうち、年 800 万円以下の金額に対する法人

税の軽減税率を 18％とする。 

2 試験研究を行った場合の法人税

額の特別控除の特例 
青色申告法人の 2011 年 6 月 30 日までの間に開始する事業

年度における試験研究費の税額控除限度額を 30％相当額と

する。 

3 エネルギー需給構造改革推進投

資促進税制 
青色申告法人が 2011 年 6 月 30 日までの間に、新品のエネ

ルギー需給構造改革推進設備等の取得等をして、その取得

等の日から 1 年以内に事業の用に供した場合、その事業供

用日を含む事業年度において即時償却が可能。 

4 中小企業者等事業基盤強化税制 青色申告法人である特定中小企業者等が、2011 年 6 月 30 日

までの期間内に、新品の事業基盤設備等を取得等し、これ

を事業の用に供した場合の特別償却額を、取得価額の 30％
相当額とする。一定の特定中小企業者等は、特別償却に代

わり、取得価額の 7％相当額の税額控除を選択することも

可能（法人税額の 20％を限度とする）。 

5 教育訓練費の特別控除 青色申告法人である中小企業者等が、2011 年 6 月 30 日まで

の間に開始する事業年度に、一定の教育訓練費がある場

合、最大で教育訓練費の 12％相当額まで法人税額から控除

することが可能（法人税額の 20％を限度とする）。 

6 特定の事業用資産の買換えの場

合の課税の特例 
法人が、2011 年 6 月 30 日までの間に、その所有する資産

（棚卸資産以外）を譲渡し、一定期間内に特定の資産を取

得して事業の用に供する場合は圧縮記帳が可能。 

 

お見逃しなく！ 
1. 法人が租税特別措置法の特例の適用を受ける場合、2011 年 4 月 1 日以後に終了する事業年度の申

告書から、租特透明化法に規定する「適用額明細書」の添付が義務付けられます。2010 年度税制

改正によるものです。 
措置法特例のうち、法人税額または所得金額を減少させる措置を適用する場合に申告書に添付す

るもので、特例適用による減税額や法人の資本金額等に関係なく、全ての法人が対象となります。 
2. 7 月 1 日以降の税制については、本年度税制改正関連法案の国会成立、施行日に注意が必要です。 
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